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2023年 6月 23日 

各 位 

上場会社名   北海道電力株式会社 

代表者      代表取締役 社長執行役員 藤井 裕 

              （コード番号  9509 東証プライム・札証） 

         問合せ先責任者 総務部企業行動室      

株式グループリーダー 西澤 香衣 

（ＴＥＬ     011-251-1111） 

 

完全子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

 当社は，本日開催の取締役会において，当社の完全子会社である北海道電力コクリエーシ

ョン株式会社（代表取締役社長：武田 理。以下，「コクリエ」といいます。）を吸収合併

（以下，「本合併」といいます。）することを決議いたしましたので，お知らせいたします。 

なお，本合併は，当社の完全子会社との簡易吸収合併であるため，開示事項・内容を一部

省略しております。 

 

記 

１．本合併の目的 

コクリエは，当社販売戦略上の一翼を担う会社として小売電気事業を実施してきました

が，世界的な燃料価格の高騰をはじめとする，電気事業を取り巻く環境が異なってきてい

る状況への対応を検討した結果，小売電気事業にかかるリソースを当社に集約することで

販売体制を強化し，引き続き，小売部門全体におけるお客さま接点の維持及び拡大に向け

て取り組むため，同社を吸収合併することといたしました。 

 

２．本合併の要旨 

（１） 本合併の日程 

    吸収合併契約承認取締役会 2023年 6 月 23日 

    吸収合併契約締結日 2023年 6 月 23日   

    吸収合併効力発生日 2023年 10 月 1日（予定） 

※ 本合併は，当社においては会社法第 796 条第 2 項に定める簡易合併に，コクリエにおいては

同法第 784 条第 1 項に定める略式合併にそれぞれ該当するため，いずれも株主総会による決議

を経ずに行います。 

  

（２） 本合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併であり，コクリエは解散いたします。 
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なお，コクリエは現在債務超過となっておりますが，当社がコクリエに対して有する

債権を放棄し，債務超過を解消した後に本合併を行う予定です。 

 

（３） 本合併に係る割当ての内容 

本合併に先立ち，当社がコクリエの全株式を直接保有することとしており，本合併に

よる株式その他金銭等の割当てはありません。 

 

（４） 本合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

コクリエは新株予約権及び新株予約権付社債を発行していないため，該当事項はあり

ません。 

 

 

３．本合併の当事会社の概要（2023年 3月 31日現在） 

 吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

（１）名称 北海道電力株式会社 北海道電力コクリエーション 

株式会社 

（２）所在地 札幌市中央区大通東１丁目２番地 札幌市中央区北１条東３丁目 

１番地の１ 

（３）代表者の 

役職・氏名 

代表取締役 社長執行役員 

藤井 裕 

代表取締役社長 

武田 理 

（４）事業内容 電気事業 等 小売電気事業 等 

（５）資本金 114,291百万円 50百万円 

（６）設立年月日 1951年 5月 1日 2019年 9月 2日 

（７）発行済株式数 215,292,382株 2,000株 

（８）決算期 3月 31日 3月 31日 

（９）大株主及び 

持株比率 

日本マスタートラスト信託 

銀行株式会社（信託口） 13.04％ 

株式会社北洋銀行     4.97％ 

日本生命保険相互会社    3.52％ 

株式会社日本カストディ 

銀行（信託口）       3.27％ 

北海道電力従業員持株会   2.72％ 

北海道電力株式会社     65% 

ほくでんサービス株式会社  35% 

（10）直前事業年度の財政状態及び経営成績 

 2023年 3月期（連結） 2023年 3月期（単体） 

純資産 258,106百万円 △440百万円 

総資産 2,093,339百万円 372百万円 
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１株当たり純資産 956.63円 △220,227.74円 

売上高 888,874百万円 1,734百万円 

営業利益 △22,530百万円 △193百万円 

経常利益 △29,251百万円 △193百万円 

親会社株主に帰属

する当期純利益 

△22,193百万円 △186百万円 

１株当たり 

当期純利益 

△114.96円 △93,258.87円 

 

 

４．本合併後の状況 

本合併による当社の名称，所在地，代表者の役職・氏名，事業内容，資本金及び決算期

に変更はありません。 

 

５．今後の見通し 

 本合併は，当社と連結子会社間で行われるため，連結業績に与える影響は軽微です。 

  

 

以上 


